
I は じ め に

本稿は、1993年から 2000年までの各年 8月『経済

活動人口調査』ないし 2000年 8月『経済活動人口付加

調査』の個票などの統計データを用いて、韓国における

雇用形態の変化および雇用形態別賃金格差（正規－非正

規雇用者間賃金格差）の要因を明らかにすることを目的

としている。具体的には、非正規雇用の変化を概観し、

雇用形態別賃金格差が労働者個人の特性、仕事の質およ

び制度によってどのくらいの影響を受けているかについ

て分析する。雇用形態別賃金格差については、製造業お

よびサービス業の男子労働者を対象とし、Oaxaca

（1973）の要因分解を用いて生産性の違いおよび雇用形

態の違いによる格差がそれぞれどの程度説明するかを調

べる。

韓国においての非正規雇用者の変化は 1980年代後半

からはじまり、IMF 導入後急速に進んでいる。パート

タイム、臨時および日雇等の非正規雇用者が増加すると

ともに派遣、契約雇用など新しい雇用形態が一般化して

いる。特に、サービス産業における雇用率は 1990年代

に入ってから非正規雇用者の増加とともに上昇してい

る。背景要因としては IMF 導入後の失業者の増加や、

基幹雇用者のみを正規雇用者として雇用し、その他の周

辺雇用者は臨時、派遣などを雇用するといった企業の人

的資源の活用に関する戦略変化などがあげられる。産業

構造の変化や急速な技術革新による競争力の確保のた

め、企業は主に既存の正規雇用者および新卒の労働者を

対象に雇用管理の柔軟性に関する再考や労働費用削減策

を行っている。

このような変化は、企業において雇用形態の変化とと

もに非正規雇用者に関する人的資源管理という課題を与

えている。その中でも、非正規雇用者に関する賃金体系

の改善が求められている。一般に、非正規雇用者は仕事

の性質上、正規雇用者に比べて雇用が不安定で、賃金も

低いなど労働条件が良くないと言われている。一方、技

術革新により、高水準の知識や技能が要求される仕事に

対する労働需要が増加しており、これらの仕事において

非正規雇用者が増加している。非正規雇用の増加ととも

に正規雇用者と非正規雇用者間の賃金格差が雇用形態の

違いによって拡大している。企業には、人的資源を有効

活用できる管理体制が求められている。

本稿では雇用形態の変化およびそれにともなう問題点

を明らかにするため、雇用形態の変化およびそれに伴う

雇用形態別賃金格差を仕事の質および賃金と関連させ、

雇用形態別賃金格差に影響を与える要因を分析する。第

1節では、いくつかの客観的性質に従い、最近の雇用形

態の動向について概観する。第 2節では、雇用形態別

賃金格差を拡大させていると思われている要因を取り上

げ、その現状を把握する。生産性の違いによる賃金格差

を一定としたとき、雇用形態の違いによる雇用形態別賃

金格差がどの程度存在するかについて検討する。第 3

節では、第 2節でのデータの特性からみた現状をより

明確なものにするため、雇用形態別賃金格差について要

因分析を行う。まず、雇用形態別に賃金関数を推定し、

賃金の決定要因を明らかにする。また、Oaxaca

（1973）の要因分解を用いて、生産性の違いによる格差

および雇用形態の違いによる格差がそれぞれ雇用形態別

賃金格差をどの程度説明するかについて分析する。さら

に、正規雇用者と非正規雇用者との間の賃金格差を生産

性の違いのみに依存しているとみた場合、非正規雇用者

が不利になる賃金の決定要因について調べる。最後に、

本稿での分析によって得られた主な結果を要約するとと

もにインプリケーションを考える。

韓国における雇用形態別賃金格差の要因分析

金 恵 成
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II 雇用形態の変化

1 非正規雇用の変化

雇用形態に関連する統計調査である『経済活動人口調

査』によると、雇用形態は雇用契約の有無や雇用期間に

基づき、常用職、臨時職、日雇に分類している。常用職

は雇用契約期間が 1年以上または特別に明示されてい

ない場合、臨時職は 1ヶ月以上 1年未満、日雇は 1ヶ

月未満と決まっているものとして定義している。本稿で

は常用職を正規雇用者とし、臨時職や日雇を非正規雇用

者とする1）。

図 1は 1993年から 2000年までの各年 8月『経済活

動人口調査』の個票を用いて、雇用形態別産業別就業者

図 1 雇用形態別就業者割合の変化

図 2 非正規雇用の変化
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の割合を算出したものである。それによると、非正規雇

用者の割合は増加し続け、1997年以後は正規雇用者の

割合より大きくなっている。サービス業において、非正

規雇用者の割合の推移は産業計の非正規雇用者の割合と

ほぼ同じ動きをみせている。しかしながら、1990年代

後半における非正規雇用者の割合の増加は主に製造業に

よるものであるといえる2）。

また、図 2を用いて非正規雇用者の変化を見てみる

と、製造業およびサービス業両産業における男子労働者

の増加によるものであることがわかる。産業計の非正規

雇用者の割合は増加しつづけて、1998年以後は 5割を

超えている。しかしながら、1997年から男子非正規労

働者の割合は減少している。これを産業別にみると、ま

ず、製造業の場合、産業計に対する非正規雇用者全体の

割合は減少し続けるものの、男子労働者の割合は増加し

ている。また、サービス業においても、1990年代後半

非正規雇用者の割合の増減がみられるものの、男子の非

正規雇用者の割合は増加している。

製造業およびサービス業における非正規男子雇用者の

割合は表 1によると、それぞれ 9.9％、14.5％増加し、

サービス業においてやや高い。サービス業の中でも特

に、個人サービスにおいての増加がみられる3）。また、

製造業およびサービス業における男子の非正規雇用者の

割合を年齢別に見ると、製造業が 35～44歳および 45

～54歳において、サービス業は 25～34歳および 35～

44歳において増加している（表 2）。一方、サービス特

性における生産者サービスおよび個人サービスでは 18

～24歳において、流通サービスでは 25～34歳におい

て増加している。

したがって、非正規雇用は、製造業およびサービス業

の両産業における男子労働者を中心に、経済危機以後の

1990年代後半から急増しているといえる。また、男子

の非正規雇用者は、製造業では中年層において、サービ

ス業では若年層において増加している。雇用形態の多様

化について、鄭（1997）の韓国企業の調査結果による

と、製造業では非正規雇用者の活用よりも既存の雇用者

および施設の活用を再考する傾向が強く、サービス産業

では臨時・日雇およびパートタイマーの活用等の非正規

雇用者の活用によって労働力不足を克服している。ま

た、個人サービスは他産業または他のサービス特性に比

べてあまり専門的知識や技能を要求しない部門である

（OECD, 2001）。これより、製造業およびサービス業の

男子労働者における非正規雇用の変化は、仕事の質や内

容と関連していると考えられる。

2 雇用形態の変化と仕事の質との関係

正規雇用者と非正規雇用者の違いは、単に雇用契約期

間の差だけではなく、他の属性にも存在している。たと

えば、非正規雇用者は相対的に未熟練者および低学歴者

表 1 産業別雇用形態別雇用者の割合（男子、％）

正規雇用者 非正規雇用者

1993 2000 1993 2000

製造業
サービス業
生産者サービス
流通サービス
個人サービス

74.9
70.2
79.7
70.7
32.1

65.0
55.7
69.7
54.9
13.7

25.1
29.8
21.3
29.3
67.9

35.0
44.3
31.3
45.1
86.3

（出所）統計庁『経済活動人口調査』1993年、2000年より作成。

表 2 年齢別非正規雇用者の割合（男子、％）
（1993年）

合計 18～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～59歳

製造業
サービス業
生産者サービス
流通サービス
個人サービス

100
100
100
100
100

21.1
26.0
12.2
28.0
32.4

44.7
41.8
30.7
43.4
46.6

19.1
15.7
13.4
16.9
14.1

8.6
10.4
20.1
7.3
5.7

6.5
6.1

23.6
4.4
1.2

（2000年）

合計 18～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～59歳

製造業
サービス業
生産者サービス
流通サービス
個人サービス

100
100
100
100
100

14.4
22.2
16.0
17.3
44.5

37.9
44.3
39.4
48.9
34.1

29.2
20.3
22.0
21.4
15.2

13.9
9.3

13.4
9.3
5.3

4.6
3.9
9.2
3.1
0.9

（出所）統計庁『経済活動人口調査』1993年、2000年より作成。
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であり、単純労働に従事する可能性が高い。表 1、2を

用いると、非正規雇用者は他のサービス部門に比べて仕

事の質の低い個人サービスにおいて、また、未熟練者で

ある若年層において増加している。

また、表 3を用いると、製造業の場合、仕事の質の

低い単純労務職において非正規雇用者はより大きく増加

している。これに対し、サービス産業では専門的知識や

高い技能を要求する専門職および準専門職において非正

規雇用者は大きく増加している4）。また、このことは、

個人サービス業を除く他のサービス部門においても同じ

ことがいえる。仕事の質の低い個人サービスにおいて、

非正規雇用者は単純労務職においてより大きく増加して

いる。

一方、一般に雇用面において非正規雇用者は正規雇用

者に比べて特に仕事の質が低いほど不安定であると言わ

れている。これについて、表 4を用いて非正規雇用者

の平均勤続年数をみると、次のようである5）。すなわ

ち、仕事の質の低い単純労務職における平均勤続年数が

製造業では長くなっていることに対し、サービス産業で

は短くなっている。これは、表 3からもわかるよう

に、単純労務職における非正規雇用者の割合が製造業で

は増加していることに対し、サービス産業では減少して

いるからである。しかしながら、製造業にける専門家お

よび準専門家や、両産業における事務員および組立員の

非正規雇用者の割合が減少しているにもかかわらず、平

均勤続年数は増加している。これに対し、各サービス部

門における専門家および準専門家の非正規雇用者の平均

勤続年数は長期化している。

表 3 職種別雇用形態の変化（男子、％）

正規雇用者 非正規雇用者

1997 2000 変化率 1997 2000 変化率

製造業
専門家及び準専門家
事務員及び販売職
技能工及び組立員
単純労務
合計

18.9
17.7
60.3
3.2

100

35.9
0.7

59.2
4.2

100

17.0
－17.0
－1.1

1.0

5.4
4.6

78.8
11.2
100

8.0
0.1

75.5
16.4
100

2.6
－4.5
－3.3

5.2

サービス産業
専門家及び準専門家
事務員及び販売職
技能工及び組立員
単純労務
合計

29.8
32.4
29.1
8.7

100

36.2
30.1
27.7
6.0

100

6.4
－2.3
－1.4
－2.7

10.2
39.7
23.1
27.0
100

17.0
42.2
19.3
21.5
100

13.2
14.2
－4.0
－21.3

生産者サービス
専門家及び準専門家
事務員及び販売職
技能工及び組立員
単純労務
合計

45.3
32.6
8.1

14.0
100

56.6
30.8
7.6
5.1

100

11.3
－1.8
－0.5
－8.9

0.4
34.5
13.4
51.6
100

37.3
22.9
13.2
26.7
100

36.9
－11.6
－0.2
－24.9

流通サービス
専門家及び準専門家
事務員及び販売職
技能工及び組立員
単純労務
合計

21.4
29.8
43.2
5.6

100

27.3
33.0
47.2
7.5

100

1.5
3.2
4.0
1.9

8.1
37.9
31.9
22.1
100

13.7
40.4
25.1
20.7
100

5.6
2.1

－6.8
－1.4

個人サービス
専門家及び準専門家
事務員及び販売職
技能工及び組立員
単純労務
合計

7.8
74.7
11.8
5.7

100

18.4
57.5
24.1
0.0

100

10.6
－17.2

12.3
－5.7

2.7
78.5
8.5

10.3
100

4.3
70.8
6.5

18.4
100

1.6
－7.7
－2.0

8.1

（注）ここで、専門家および準専門とは専門家、技術工および準専門家を、事務員及び販売職とは事務従事者、
サービス従事者、販売従事者を、そして技能員及び組立員とは、技能員および関連技能従事者、装置、機
械操作員および組立従事者を指す。

（出所）統計庁『経済活動人口調査』1997年、2000年より作成。
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したがって、非正規雇用者の雇用は製造業では質の低

い仕事において、サービス業では質の高い仕事において

安定的であるといえる。特に、サービス産業の場合、非

正規雇用職は若年者や技能の高い労働者がより長期の仕

事に入る有用な入り口として働いていると考えられる。

III 雇用形態別賃金格差の動向

雇用形態の変化は性別、年齢、学歴、技能水準など労

働者の属性と関連している。また、これらの属性は、賃

金に対して影響を及ぼす。したがって、雇用形態の変化

は、雇用形態別賃金格差を拡大させる要因であると考え

られる。賃金格差には生産性の違いによる格差と、生産

性とは無関係であるにもかかわらず制度や習慣によって

定められている差別による賃金格差がある（佐野、

1989）。さらに鄭（1997）の調査結果のように、サービ

ス産業において企業が主に人件費削減のために正規雇用

者を非正規雇用者に代替しているのであれば、非正規雇

用者の増加は正規雇用者の賃金分布に影響を与えると考

えられる。また、このことは結果的に正規雇用者と非正

規雇用者間の賃金格差を大きくすると考えられる。

以下では、製造業およびサービス業における男子の正

規雇用者と非正規雇用者との間の賃金格差およびその要

因について調べる。仕事の質に関する代替変数として学

歴および韓国の職種分類基準に基づき定義した技能水準

を用いて、生産性の違いによる賃金格差を一定としたと

きの雇用形態の違いによる正規雇用者と非正規雇用者間

の賃金格差の存在について調べる。また、正規雇用者の

賃金分布の変動についても調べる。

1 要因別賃金格差

所得は人的資本に対する収益である。図 3は 2000年

8月『経済活動人口付加調査』の個票により、学歴別平

均賃金を計算したものである。それによると、正規およ

び非正規雇用者において、製造業およびサービス業両産

業は共に専門大卒と大卒の差が高卒と専門大卒との平均

賃金の差よりも大きい。また、高卒の場合、サービス業

に比べて製造業において賃金が高いことに対し、大卒で

は製造業に比べてサービス業において賃金が高い6）。こ

れは人的資本論によると、教育訓練投資に対する報酬の

格差が学習（learning）に対する報酬として支払う所得

の増加によるものであり、他の学歴層よりも大卒以上に

おける所得の増加によるものであると解釈できる

（Becker, 1962 ; Mincer, 1974）。

また、表 5を用いて技能水準における雇用形態別賃

金格差をみると、同一技能水準において雇用形態の違い

による賃金格差は、製造業に比べてサービス業において

大きいことがわかる7）。また、雇用形態別賃金格差は製

造業において技能水準が低いほど大きくなっていること

に対し、サービス産業では技能水準が低いほど小さくな

っている。このことをサービス特性別にみると、個人サ

ービス業を除く他のサービス部門において、技能水準が

低いと雇用形態別賃金格差は小さい。特に、個人サービ

スの場合、非正規雇用者が最も増加している技能水準 3

において雇用形態による賃金格差はほとんどみられず、

技能水準 1においては、むしろ非正規雇用者の賃金が

正規雇用者よりも高い。

したがって同一技能水準において、雇用形態の違いに

よる賃金格差は特にサービス産業において存在するとい

える。すなわち、同じ技能水準において非正規雇用者の

賃金は正規雇用者に比べて低い。また、それは技能水準

が高いほど大きい。これに対し、製造業においては逆に

技能水準が低いほど雇用形態の違いによる賃金格差は存

在すると考えられる。

2 正規雇用者の賃金分布の変動

上記の結果からは、生産性の違いによる賃金格差を一

定としたときの雇用形態の違いによる賃金格差の存在が

表 4 非正規雇用者の職種別平均勤続年数（男子、年）

1997 2000

製造業
専門家および準専門家
事務員および販売職
単純労務

サービス産業
専門家および準専門家
事務員および販売職
単純労務

生産者サービス
専門家および準専門家
事務員および販売職
単純労務

流通サービス
専門家および準専門家
事務員および販売職
単純労務

個人サービス
専門家および準専門家
事務員および販売職
単純労務

2.61
1.06
1.58

0.76
0.81
1.92

0.80
0.72
0.85

－
0.86
3.10

0.06
0.47
0.72

1.85
1.85
1.90

1.92
0.96
1.80

2.08
1.80
1.70

1.80
1.88
1.74

1.82
1.98
2.27

（注）ここで、事務員および販売職には技能工および組
立員を含んでいる。

（出所）労働部『賃金構造基本統計調査』1997年、統計
庁『経済活動人口付加調査』2000年より作成。
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確認された。雇用形態の違いによる賃金格差が製造業で

は技能水準の低い仕事において、サービス業では技能水

準の高い仕事において大きい。また、前節の結果を用い

ると、これらの仕事において非正規雇用者は大きく増加

しているし、雇用も安定している。これらの結果より、

生産性による賃金格差を一定にしたときの雇用形態の違

いによる賃金格差が大きい仕事において、非正規雇用者

の増加は正規雇用者の賃金分布に何らかの影響を与える

と考えられる。非正規雇用者の賃金分布の平均が高くな

ったということよりは、正規雇用者に対する非正規雇用

者の代替雇用により、正規雇用者の賃金分布の平均がよ

り高くなったと考えられる。その結果、雇用形態の違い

による賃金格差が大きくなったと考えられる。したがっ

て、以下では非正規雇用者の増加による正規雇用者の賃

金分布の変動について分析することにする。

分布の散らばりを測定するものとして、分散や変動係

数（coefficient of variation）が有用である。図 2から

は男子の非正規雇用者が 1997年以後減少していること

を確認している。したがって、非正規雇用者が増加する

ことによる正規雇用者の賃金分布への影響に関する分析

は、非正規雇用の変化がみられる 1992年と 1997年に

ついて行うことにする。また、表 2からもわかるよう

に、非正規雇用者が特に専門的知識や高い水準の技能を

要求する仕事において大きく増加していることから、正

規雇用者の賃金分布は分布全体とメディアン以上につい

て調べることにする。これらの変動値が減少していると

すると、非正規雇用者の増加により正規雇用者の賃金分

布は圧縮されると考えられる。また、これより、非正規

雇用者と正規雇用者間の賃金格差は拡大すると考えられ

る。

表 6では、労働部が毎年調査している『賃金構造基

本統計調査』の個票を用いて、正規雇用者の賃金分布の

全体とメディアン以上について分散および変動係数を計

算している。それによると、正規雇用者の賃金分布は分

布全体およびメディアン以上においてすべて負の変動値

を得ている。また、変動値は賃金分布の全体においてサ

表 5 雇用形態別賃金格差（男子、2000年）

全 体 技能水準 1 技能水準 2 技能水準 3

産業計
製造業
サービス産業
生産者サービス
流通サービス
個人サービス

51.0
62.3
56.6
50.3
62.3
67.4

58.8
77.0
55.6
51.2
55.2
102.7

64.5
68.3
64.0
60.2
68.4
66.7

70.9
68.2
67.4
92.0
58.1
99.7

（注）正規雇用者の実労働時間当たり賃金を 100としている。
（出所）統計庁『経済活動人口付加調査』2000年より作成。

図 3 学歴別平均賃金（男子、千ウォン）
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ービス業に比べて製造業において大きい。これに対し、

メディアン以上においては製造業に比べてサービス業が

大きい。これはサービス業の場合、専門的知識および技

能を要求する専門および準専門家において、非正規雇用

者が増加しているからであると考えられる。

したがって、非正規雇用の増加により、正規雇用者の

賃金分布は圧縮されると考えられる。また、このことは

特にサービス業の質の高い仕事においていえる。鄭

（1997）の韓国企業の調査結果によると、労働力不足に

対して製造業では既存の雇用者の活用を再考しているこ

とに対し、サービス業では、非正規雇用者を正規雇用者

の代替雇用および基幹労働者のみの正規雇用者として雇

用を行っている。その結果、特にサービス業において、

正規雇用者の平均賃金は高くなり、非正規雇用者と正規

雇用者との賃金格差は拡大したと考えられる。さらに、

この結果は、表 4による質の高い仕事における雇用形

態別賃金格差が、雇用形態の違いによるものであるとい

う結果を支持するものである。

IV 雇用形態別賃金格差に関する
計量経済学的分析

前節では、データの特性から雇用形態別賃金格差が特

に質の高い仕事において大きいという結果を得ている。

また、生産性の違いによる賃金格差を一定としたとき、

雇用形態の違いによる賃金格差が存在することを確認し

た。さらに、非正規雇用者の増加は正規雇用者の賃金分

布を圧縮させ、結果的に正規雇用者と非正規雇用者間の

賃金格差は拡大するという結果も得ている。以下ではこ

れらの結果をより明確なものにするため、Oaxaca

（1973）の要因分解を用いて、雇用形態別賃金格差（正

規－非正規雇用者間の賃金格差）の要因を分析する。生

産性の違いによる格差および雇用形態の違いによる格差

それぞれが、雇用形態別賃金格差をどの程度説明するか

についてみる。また、賃金格差に対する各要因の効果に

ついても検討する。

まず、賃金に影響を与える要因を含む賃金関数を雇用

形態別に推定し、その結果を比較する。また、正規雇用

者と非正規雇用者との間の賃金格差を雇用形態の違いに

よる格差と生産性の違いによる格差に分解し、賃金格差

に対するそれぞれの依存度を推計する。最後に、雇用形

態別賃金格差が生産性の違いのみに依存しているという

仮定の下で、各要因が賃金格差に与える効果について調

べる。

1 推定モデル

賃金は仕事の性質や労働者の属性である年齢、技能水

準、勤続年数によって表すことができる。正規雇用者お

よび非正規雇用者の賃金関数をそれぞれ、

lnWR＝XRβR＋u， （1）

lnWNR＝XNRβNR＋u （2）

によって示すとする。ここで、WR は各正規雇用者の賃

金、WNR は各非正規雇用者の賃金、X は独立変数ベク

トル、β は係数ベクトル、u は誤差項である。また、

最小自乗法を用いて式（1）と（2）を推定すると、雇

用形態別対数賃金の平均格差は次のように表すことがで

きる。すなわち、

lnWR－lnWNR＝β *R（XR－XNR）＋XNR（β *R－β *NR），

（3）

lnWR－lnWNR＝β *NR（XR－XNR）＋XR（β *R－β *NR）

（4）

である8）。ここで、lnWR および lnWNR はそれぞれ正規

雇用者、非正規雇用者の対数賃金の平均値である。ま

た、アステリスク（*）は式（1）と（2）を最小自乗法

によって推定したときの係数を示す。

正規雇用者と非正規雇用者との賃金格差は式（3）お

よび（4）のように各独立変数の平均値の差（第 1項）

と推定係数の違いによる差（第 2項）に分解すること

ができる（Oaxaca, 1973 ; Cain, 1986）。前者は生産性

の違いによる格差、後者は雇用形態の違いによる格差で

ある。雇用形態の違いによる格差は雇用形態別推定係数

の差に非正規雇用者（または、正規雇用者）に関する独

立変数の平均値が加重されている。これに対し、生産性

の違いによる格差は、雇用形態別独立変数の平均値の差

表 6 正規雇用者の賃金分布の圧縮の結果（男子）

全 体 メディアン以上

サービス 製造業 サービス 製造業

変動係数

1992
1997

64.86
53.83

54.30
41.42

40.62
33.47

34.48
32.16

変 化 率 －17.0 －23.7 －17.6 －6.5

分 散

1992
1997

0.26
0.20

0.21
0.14

0.10
0.08

0.77
0.06

変 化 率 －23.3 －33.3 －20.0 －14.3

（注）ここで、変動係数は賃金を、分散は対数賃金を用いて計
算している。
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に正規雇用者（または、非正規雇用者）に関する推定係

数が加重されている。つまり、式（3）および式（4）

はそれぞれ非正規雇用者の賃金構造を正規雇用者に、正

規雇用者の賃金構造を非正規雇用者に適用したときの賃

金格差を表している。

2 推定結果

用いられるデータは 2000年 8月『経済活動人口調

査』と『経済活動人口付加調査』の個票である。表 7

は式（1）および（2）の賃金関数を最小自乗法によっ

て雇用形態別に推定した結果を示している9）。それによ

ると、サービス産業において正規雇用者および非正規雇

用者の賃金は、年齢とともに、また学歴が高いほど、増

加していることがわかる。また、勤続年数は統計的に有

意ではないものの、正規および非正規雇用者においてそ

れぞれ正、負の符号を得ている。したがって賃金に対す

る勤続年数の効果は小さいものの、正規雇用者において

賃金は勤続年数とともに増加するが、非正規雇用者にお

いては勤続年数とともに減少するといえる。一方、製造

業において、賃金に対する年齢の効果は正規雇用者およ

び非正規雇用者のいずれも高い。また、賃金に対する効

果は正規雇用者において学歴が、非正規雇用者において

は勤続年数が大きい。勤続年数は非正規雇用者が統計的

に有意ではないものの、正規雇用者および非正規雇用者

いずれも正の符号を得ている。

また、サービス産業において、正規雇用者および非正

規雇用者はいずれも技能水準が高いほど賃金は高い。事

務職・販売職および技能工・組立員等の技能水準 2を

基準としたとき、専門・準専門家となる技能水準 1に

関するダミー変数は正の符号を、単純労務職となる技能

水準 3に関するダミー変数は負の符号を得ている。こ

れに対し、製造業において正規雇用者は技能水準 1お

よび 3においてそれぞれ正、負の符号を得ている。し

かしながら、非正規雇用者においてはいずれも正の符号

を得ている。これは非正規雇用者において単純労務職と

する技能水準 3は技能水準 2に比べて高年齢者や熟練

者が占める割合が多いからであると考えられる。

さらに、賃金に対するサービス特性の効果は、流通サ

ービスを基準としたとき、正規雇用者および非正規雇用

者いずれも生産者サービスでは正の値を、個人サービス

では負の値を得ている。これは、仕事の質が高いほど賃

金が高いからであると考えられる。また、サービス特性

の推定値は、非正規雇用者に比べて正規雇用者において

大きい。

したがって、サービス産業において賃金は年齢ととも

に増加し、技能水準および仕事の質がそれぞれ高いほど

増加するといえる。また、これらの変数が賃金に与える

効果は、非正規雇用者に比べて正規雇用者において大き

い。さらに、非正規雇用者の雇用は不安定であるといえ

る。

3 賃金格差の要因分析

表 8は、非正規雇用者および正規雇用者の独立変数

の平均値をそれぞれ加重し、サービス産業および製造業

において賃金関数推定による格差効果の推計結果を示し

ている。これは式（3）および（4）の説明でも述べた

ように、非正規雇用者および正規雇用者の賃金構造をそ

れぞれ正規雇用者、非正規雇用者に適用したとき、賃金

格差が雇用形態および生産性の違いによる格差それぞれ

によってどの程度説明されるかをみるためのものであ

る。

表 7 雇用形態別賃金効果（男子）

正規雇用者 非正規雇用者

サービス業 製造業 サービス業 製造業

切片

AGE

AGE 2

EDU

TEN

TEN 2

SKL1

SKL3

SER1

SER3

sample
R 2

3.84
（21.9）

0.13
（13.5）
－0.001
（11.2）

0.09
（17.5）

0.01
（0.14）
－0.0001
（0.01）

0.18
（8.46）
－0.11
（2.32）

0.14
（6.42）
－0.04
（0.65）

2461
0.32

4.69
（33.4）

0.10
（14.0）
－0.001
（10.8）

0.06
（14.0）

0.07
（1.79）
－0.02
（1.90）

0.05
（2.85）
－0.33
（5.52）

－

－

2637
0.27

5.34
（27.0）

0.09
（10.3）
－0.001
（10.4）

0.03
（3.77）
－0.02
（0.31）

0.003
（0.24）

0.20
（5.58）
－0.08
（2.26）

0.02
（0.53）
－0.03
（0.87）

1350
0.16

5.56
（21.8）

0.07
（5.76）
－0.001
（4.86）

0.03
（2.83）

0.06
（0.86）
－0.01
（0.97）

0.03
（0.46）

0.31
（5.98）

－

－

833
0.13

（注）従属変数は lnw であり、実労働時間当たり賃金に対数
をとっている。AGE は年齢、TEN は勤続年数、EDU
は正規教育年数を示す。また、SKL は事務職・販売職
および技能工・組立員等の技能水準 2を基準としたとき
のダミー変数であり、SKL1は専門・準専門家とする技
能水準 1を、SKL3は単純労務職となる技能水準 3をと
っている。さらに、SER は流通サービスを基準とした
ときのサービス特性に関するダミー変数であり、SER1

および SER3はそれぞれ生産者サービス、個人サービス
をとっている。
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まず、非正規雇用者に関する推定値を加重したとき、

サービス産業において賃金格差は生産性の違いによって

29.1％、雇用形態の違いによっては 70.9％が説明され

る。しかしながら、正規雇用者に関する推定値を加重す

ると、雇用形態の違いによる格差が 43.2％を、生産性

の違いによる格差が 56.8％を説明している。これらの

推計値を平均すると、サービス産業において賃金格差は

雇用形態の違いによって 57.1％、残りの 42.9％は生産

性の違いによって説明される。これに対し、製造業の場

合、賃金格差は雇用形態の違いによって 63.8％が、生

産性の違いによって 32.2％が説明される。

また、雇用形態別賃金格差が、生産性の違いのみに依

存していて、雇用形態の違いによる格差は存在しないと

仮定した場合、各独立変数が賃金格差に与える効果をみ

ると、以下のようになる10）。まず、非正規雇用者の平

均値を加重したとき、雇用形態別賃金格差はサービス産

業において年齢および技能水準によって大きく削減され

る。しかしながら正規雇用者の平均値を加重すると、賃

金格差は年齢や学歴によって大きく減少される。これら

の推計値を平均すると、雇用形態別賃金格差に対する年

齢および学歴の効果は、それぞれ 17.1％、12.1％であ

る。これは年齢が同じであって他の条件はすべて異なる

とすると、雇用形態別賃金格差は 17.1％拡大されるこ

とを意味する。同様に、他の条件は異なるが、学歴のみ

が同じであるとすると、雇用形態別賃金格差は 12.1％

拡大される。したがって、サービス産業において、年齢

を重視するような賃金体系の下で、正規雇用者および非

正規雇用者における賃金体系が同じであるとすると、非

正規雇用者は不利である。同様に、製造業では学歴を重

視する賃金体系の下で、非正規雇用者は不利である。

以上より、製造業およびサービス産業において雇用形

態別賃金格差は、生産性の違いによる格差よりも雇用形

態の違いによる格差にやや大きく依存しているといえ

る。しかしながら、雇用形態の違いに対する雇用形態別

賃金格差の依存度は、サービス業に比べて製造業におい

てやや大きい。また、雇用形態別賃金格差が生産性の違

いのみに依存しているという仮定の下で、正規雇用者お

よび非正規雇用者が同じ賃金体系をもっているとする

と、製造業およびサービス業においての賃金体系がそれ

ぞれ学歴、年齢を重視するようなものであれば非正規雇

用者は不利であるといえる。

V お わ り に

本稿では、1993年から 2000年までの各年 8月『経

済活動人口調査』と 2000年 8月『経済活動人口付加調

査』の個票などを用いて、韓国における雇用形態の変化

を概観し、雇用形態の変化とともにみられる雇用形態別

賃金格差（正規－非正規雇用者間の賃金格差）について

要因分析を行った。実証分析では雇用形態の変化が主に

製造業およびサービス産業の男子雇用者において見られ

ることから、これらを分析対象とし、Oaxaca（1973）

の要因分解を用いて、雇用形態別賃金格差（正規－非正

規雇用者間の賃金格差）が雇用形態の違いによる格差お

よび生産性の違いによる格差それぞれによってどの程度

説明されるかを推計した。

韓国における非正規雇用の変化は、特に製造業および

サービス業の男子労働者を中心に IMF 導入直後の

1997年から著しくみられる。産業別非正規雇用者の増

加は、製造業では中年層および質の低い仕事において、

サービス産業では若年層および専門的知識や高い水準の

技能を要求する仕事においてみられる。また、このよう

な仕事における非正規雇用者の雇用が安定的ではあるも

のの、雇用形態の変化は正規および非正規雇用者間の賃

金格差を大きくするという結果を得ている。これについ

てはまず、生産性の違いによる賃金格差を一定としたと

表 8 賃金関数推定による格差効果

非正規雇用者加重 正規雇用者加重

サービス業 製 造 業 サービス業 製 造 業

賃金格差
A．雇用形態による格差
B．生産性による格差
〈独立変数の効果〉
年齢
学歴
勤続年数
技能水準
サービス特性

0.5381（100）
0.3814（70.9）
0.1567（29.1）

11.7
5.2
0.0

10.4
1.2

0.4468（100）
0.3371（75.5）
0.1097（24.5）

5.7
8.9
0.1
9.8
－

0.5381（100）
0.2323（43.2）
0.3058（56.8）

22.4
19.0
0.0

10.3
5.0

0.4468（100）
0.2681（60.0）
0.1787（40.0）

7.0
21.0
0.1

11.9
－

大阪明浄大学紀要第 3号（2003年 3月） ４１４１



き、雇用形態の違いによる賃金格差の存在を確認してい

る。また、このような雇用形態の違いによる格差が、特

に非正規雇用者が増加している仕事であるほど大きいこ

とから、正規雇用者の賃金分布の変動の分析を行ってい

る。これについては、非正規雇用者の増加が正規雇用者

の賃金分布を圧縮させているという結果を得ている。さ

らに、これらの結果は雇用形態別賃金関数の推定結果に

よりある程度支持されている。

Oaxaca（1973）の要因分解を用いての雇用形態別賃

金格差に関する計量経済学的分析からはまず、賃金格差

を生産性の違いによる格差と雇用形態の違いによる格差

に分解したとき、雇用形態別賃金格差は製造業およびサ

ービス業ともに雇用形態の違いによる格差にやや大きく

依存しているという結果を得ている。また、雇用形態別

賃金格差が生産性の違いによる格差のみに依存すると仮

定の下では、雇用形態別賃金格差は、製造業およびサー

ビス業においてそれぞれ学歴、年齢によって削減され

る。すなわち、賃金格差が生産性の違いのみに依存して

いる場合、正規雇用者および非正規雇用者が同じ賃金体

系をもっているとしても、それが学歴あるいは年齢を重

視するようなものであれば非正規雇用者は不利である。

以上の分析結果からは、次のようなインプリケーショ

ンが考えられる。まず、非正規雇用職は、特にサービス

産業の若くて技能の高い労働者において長期に働くため

の入り口として働いている。しかしながら、雇用形態別

賃金格差が特に質の高い仕事において生産性の違いより

も雇用形態の違いに大きく依存していることから、正規

雇用者の代わりに非正規雇用者を雇用することは労働者

の働く意欲を低下させる恐れがある。最後に、正規雇用

者と非正規雇用者との間の賃金格差が生産性の違いのみ

に依存しているとしても、非正規雇用者に対する従来の

年功賃金制の適用には、非正規雇用者が不利になる可能

性があるため、新たな賃金体系が求められる。

注
１）『経済活動人口調査』は統計庁が毎月全国の満 15歳以

上、約 30,000標本世代を対象に、就業、失業、労働
力のような人口の経済的特性を調査するものである。
雇用形態別特性を明らかにするには最も適切な統計デ
ータである。しかしながら、非正規雇用者には労働者
自身が望むといつでも勤務期間を延ばすことができる
臨時職勤労者等が含まれているので、非正規雇用者の
規模を膨らませる可能性をもっているといえる。

２）ここで、就業者の動向を製造業およびサービス業のみ
でみているのは、製造業およびサービス業両産業にお

いての就業者の割合が、産業全体の 7割を超えている
からである。

３）サービス産業は Singleman（1974）に基づき、生産
者サービス（producer service）、流通サービス（dis-
tributive service）、個人サービス（personal service）
および社会サービス（social service）に分類している
（Marek. K, p. 8より再引用；OECD, 2001）。本稿で
は企業性の薄い教育、保健および社会福祉事業となる
社会サービスは除いている。各サービスの特性は韓国
標準産業分類に基づき、次のように構成されている。
すなわち、生産者サービスは金融および保険業、不動
産賃貸および事業サービス産業とし、流通サービスは
卸・小売業、運輸、倉庫および通信業とし、そして個
人サービスは宿泊および飲食店業、娯楽、文化および
運動関連サービス産業、および家内サービス産業とし
ている。

４）これについては情報技術が重要になっていくにつれ、
専門労働者に対する需要が増加したことや、人的資本
論（Human Capital Theory）のいうように技術変化
が教育訓練を増加させ、労働者が高い技能を習得する
ことができたからであると考えられる。

５）平均勤続年数は『賃金構造基本調査』、『経済活動人口
調査』および『経済活動人口付加調査』の個票により
計算している。勤続年数の増加は仕事の安定性を意味
する。もし非正規雇用者が増加している仕事におい
て、勤続年数が短くなっているとすると、仕事は安定
的ではあるとはいえない。

６）1993年から 2000年までの労働部による『賃金構造
基本統計調査報告書』を用いて正規雇用者の学歴と所
得の関係変化をみると、経済危機のあった 1997年以
後サービス産業において大卒以上の所得が急増するた
め、学歴間の所得の変化は大きくなっている。これに
対し、製造業では全体に減少しているが、特に専門大
卒において急減したため大卒以上との所得の差は拡大
している。

７）韓国標準職種分類によると、単純労務職、技能員及び
組立員、事務および販売、そして専門・準専門の順に
技能（skill）やそれに相当する高い教育水準を要求す
る。したがって、単純労務職、技能員及び組立員、事
務および販売、そして専門・準専門の順に仕事の質は
高いと考えられる。ここで、技能とはある仕事を遂行
できる能力であって、ある職種に従事する従事者間の
熟練度の差を意味するものでない。また、技能は教
育、訓練、経験、または先天的能力と、社会的・文化
的環境によって得られるものである。したがって、技
能水準は次のように定義している。すなわち、専門
家、技術工および準専門家を技能水準 1とし、事務従
事者、サービス従事者、販売従事者、そして技能員お
よび関連技能従事者、装置、機械操作員および組立従
事者を技能水準 2とし、単純労務職を技能水準 3とし
ている。
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８）最小自乗推定量の性質より、推定回帰直線は平均値の
座標点を通るので、lnWR＝XRβR および lnWNR＝
XNRβ *NR である。正規雇用者および非正規雇用者につ
いて推定される対数賃金の平均値の差は、

lnWR－lnWNR＝XRβ *R－XNRβ *NR （A 1）
のように表される。ここで正規雇用者と非正規雇用者
との間の係数ベクトルの差は
Δβ *≡β *R−β *NR （A 2）

とする。式（A 2）を β *NR＝β *R－Δβ *として定義
し、これを式（A 1）に代入すると、式（A 1）は

lnWR－lnWNR＝β *R（XR－XNR）＋XNRΔβ * （A 3）

のように示すことができる。一方、式（A 2）を β *R

＝Δβ *＋β *NR として定義し、これを式（A 1）に代
入すると、式（A 1）は

lnWR－lnWNR＝β *NR（XR－XNR）＋XRΔβ * （A 4）
のように表される。

９）樋口（1991）は時間当り賃金を用いて、日本の男女
間賃金格差について推定している。

１０）これは非正規雇用者と正規雇用者との間にある独立変
数のみが同じであって、他の変数には格差があるとし
たとき、賃金格差がある独立変数によってどの程度削
減されるかをみるためのものである。
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